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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本経済トピックスを新聞から抜粋しました。（公社）長井法人会（ＴＥＬ88‐3960 ＦＡＸ88‐3823） 

 

（公社）長井法人会青年部会 何かを始めなければ、現実は何も変らない 

１０分でわかる 

 

 

 

財務省は２０２６年上半期（１～６月）の貿易収支は１

兆１４４億円の赤字だったと発表した。半導体などの輸出

は好調だったものの、中東からの原油輸入量は２６．４％

減少したことが背景にある。中東情勢の混乱が長期化し、

我が国のエネルギー輸送の要衝であるホルムズ海峡の封鎖

で混乱が長期化で、代替原油の輸入先である米国輸入は１

９７９年以降で最高の約５．６倍に増えた。２０２６年上

半期の貿易収支は、輸出が６０兆６６０６億円に対し、輸

入は６１兆６７５０億円だった。  

 

では  

 

 

政府は７月２１日、経済財政運営の指針「骨太方針」を

決定したが、２００１年から掲げてきた「財政健全化」の

文言表記が初めて消えた。これまで政府は財政運営の指標

として基礎的財政収支（プライマリーバランス）を重視し、

財政運営を社会保障などに充てる政策的経費を税収などの

基本的収入でどの程度賄えるかを信条に掲げてきた。高市

政権は２０４０年度までに民間を含めた官民投資３７０兆

円により、名目での経済成長率３％超、物価を加味した実

質１％超の高成長を目指すと「骨太方針」に掲げた。  

 

 

 

 

７月２４日の東京外国為替市場で１ドル＝１６３円台

後半で取引された。トランプ大統領が「イランへ過去最大

の攻撃となる決断は近い」と発言したことから、中東情勢

がさらに悪化するとの見方から「有事のドル買い」が進み、

７月２３日のニューヨーク市場では一時１ドル＝１６３円

９９銭を付けるなど、円売りが進んだ。一方、東京株式市

場でも中東情勢の不安もあり、大幅に反落し、下げ幅は一

時２０００円を超え、６万５０００円を割り込んでいる。  

 

 

 

 

総務省が発表した２０２６年情報通信白書によると、生

成人工知能（ＡＩ）を利用経験がある人は２０２５年度に

は５８．８％と半数を超えていることが明らかになった。

前年度の２６．７％から約２倍に増加していた。年齢別に

みると、１５～１９歳が９１．７％、２０～２９歳が７８．

２％と高い一方で、６０～６９歳は３３．５％と、年代が

上がる従い利用割合は減少していた。一方、米国や中国な

どで日本以外の３カ国での利用経験は７割以上だった。  

 

 

 

 

米国は通商法３０１条に基づき、７月２４日、日本や欧

州などの６０カ国・地域からの輸入品に対し、１０～１２．

５％の関税を発動し、日本は１２．５％となった。６０カ

国・地域は米国の輸入のほぼ全てをカバーしており、米国

内でのインフレ加速を懸念するとともに、我が国の製造業

からは「米製造業の復活に向けで貢献しようとしているの

に、やや理不尽ではないか」との声も上がっている。  

 

 

 

 

農林水産省が調べた６月末時点でのコメの民間在庫量

は過去最大となる２４３万トンだった。適正とされる民間

在庫の適正量が１８０～２００万トンを大きく上回ってい

た。コメが余剰な状態からコメ余りから価格下落が加速す

る一方で、コメ農家の経営を圧迫する危惧が出ている。さ

らに、新米より早い時期に出まわる「早場米」産地の鹿児

島など３県でＪＡグループがコメ農家に前払いする金額が

２～４割下落するなどコメの値下がり傾向が鮮明になって

おり、コメの値下がり傾向が鮮明化している。  

 

 

 

 

中央社会保険医療協議会は心不全治療に使う人工多能

性幹細胞（ｉＰＳ）由来の心筋シート「リハート」を公的

医療保険として適用することを決め、総会で了承した。９

月１日から適用され、価格は患者一人当たり５３２０万円

となる。高額となるが自己負担を軽減する「高額療養費制

度」があり、実際の支払額は大きく軽減されることになり、

年収にもよりますが、個人の実質的な自己負担額は数万〜

数十万円程度に抑えられる。  

 

 

 

 

厚生労働省は２０２５年度の国民年金保険料の納付率

は７９．６％だったと発表した。１４年連続での上昇で、

背景にスマートフォン決済アプリによる納付などの環境整

備が奏功したものとみられる。納付率を都道府県別にみる

と、新潟（８８．０６％）、富山（８８．０５％）が高く、

沖縄（７１．８９％）、大阪（７３．７２％）が低かった。

一方、女性の就業が増えたこともあり、厚生年金に加入す

る配偶者の扶養される「第３号被保険者」も６０４万人と

なり、過去最少となった。  
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